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　2019年は春に統一地方選挙と「令和」への代替わり、夏に参議院選挙、秋には消費税率の引
上げや天皇の即位関連式典が続き、地域の今後や国の統治、さらには天皇制の世代継承のあり
方も含め、この国の将来を議論するに絶好の年となったはずだが、ラグビーワールドカップの
日本開催や天皇即位式典の祝賀ムード等にかき消されるかのように、議論は低調にとどまった。
気候変動に伴う大規模自然災害が多発する中、スポーツ選手の活躍や皇室の儀式が被災した方々
を勇気づけ、多くの人々の心和ませる機会となったことに異を唱えるつもりは全くない。
　とはいえ、自衛隊の海外調査派遣や原発の再稼働など社会への強い影響力を持つ政策につい
ても、民主的な手続きを軽視し、粛々と進行する政権動向を見逃してしまうことは、未来の私
たちの安全・安心を考える上で避けたい行動である。2020年もこの国の浮足立った状態は続く。
ポスト東京五輪の日本社会を今から案じてしまうのは、私の杞憂だろうか。
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（谷本有美子）

巻頭言
　 8月末の林文子横浜市長によるカジノを含む統合型リゾート（IR）誘致表明を聞き、
怒りと失望の念が込み上げた。
　その問題点は第1に、市民多数の批判や疑念を無視した唐突なカジノ誘致表明の
やり方である。そこには林市長の原点だったはずの市民感覚を大切にする姿勢はまっ
たく見られず、市民参加型の民主主義に反するとの批判を免れない。
　第2の問題点は、カジノ誘致の経済効果に関する市長の説明が説得力に乏しかっ
たことである。市長によれば、人口減・高齢化が進む横浜の未来はカジノIRから上
がる巨額の税収と経済効果にかかっている。しかるに、大きな税収増の源泉はその
数倍ものカジノIR事業者の収益であり、その大半が賭博収益と想定されている。横
浜市民を含む多くの日本人客がカジノ業者のカモにされ、そのおこぼれにあずかる
形の税収増を期待するのは横浜市民にとって誇るべきことではない。また横浜市財
政のギャンブル依存症化は将来の大きなリスク要因となる。
　第 3の問題点は、市長がギャンブル依存症問題そのものを軽視していることであ
る。市長はカジノIR法制の審議とその後の施策を通じてギャンブル依存症問題をめ
ぐる環境がかなり改善されたという認識を示した。しかし、それは甘い。ギャンブ
ル依存症は完治が容易でない難病であり、その借金地獄、家庭崩壊、治安悪化など
との因果関係が強く指摘される中で、ギャンブル機会を増加させる施策は筋悪な愚
策としか言いようがない。
　市長のカジノ誘致表明を受けて多くの市民・団体が立ち上がり、カジノ誘致反対
の住民投票に向けて運動が活発に展開されているのは心強い。この運動と連帯する
形で、「カジノを考える市民フォーラム～市民によるカジノ問題情報交流ひろば」（略
称カジノ・フォーラム）が発足した。横浜地方自治研究センター、一般社団法人・
勁草塾、生活クラブ運動グループ・横浜未来アクションの三団体が核となって、今
回のカジノ誘致について市民一人ひとりが共に考え、行動してゆくための場づくり
をすることがその目的である。市民がカジノに抱いている多くの疑問について、市
民の力で情報を集め、共有し、考え、提案する活動を展開することが市民参加型民
主主義の持続力と可能性を高めるという理念がそこにある。
　市民からの批判を受けて、林市長は市内全区でカジノ付きIR誘致に関する市民向
け説明会の開催を余儀なくされた。12月中にまず臨海部6区で開催となるが、残念
なことに市長には説明会を通じて市民の批判に耳を傾け、カジノIR誘致表明を見直
す考えはないようだ。しかしそれでは、8月の誘致表明記者会見の内容を市民の前で
18回繰り返して宣伝することにしかならない。カジノ問題が横浜の市民生活の質に
かかわる一大事であるという共通認識に立って、市民と市長が忌憚のない理性的な
議論を交わす場が必要である。「IR市民向け説明会」を意義あるものにするには、そ
の運営を工夫して市民と市長の実質的討論を実現する他にない。横浜の自治力と市
民力がいま問われている。
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第 20 回定時総会記念フォーラム 

「人口急増時代から減少期へ－神奈川の特徴を探る」の開催にあたって 

神奈川県地方自治研究センター 

 

神奈川県地方自治研究センターでは、2018年に神奈川県内の人口減少問題に焦点を絞って『第

2 次人口減少問題研究会』（以下、「研究会」。）を立ち上げ、同年 4 月から研究講師メンバーを中

心にワーキングチームを構成して研究を進めてきました。このフォーラムは、2019 年 3 月まで

の約 1 年間の研究成果を中間報告的な位置づけでお示しし、広く意見交換を行うために開催する

ものです。 

 2013 年末の日本創成会議（座長：増田寛也元総務大臣）による「消滅可能性都市」の警鐘を

受け、政府が提起し始めた「人口減少問題」は、1990 年の合計特殊出生率 1.57 ショック以来

の少子化対策を中心とする人口問題から、主に東京一極集中の人口移動問題へとターゲットを移

行し、これを解消するための政策フレームが設定されました。政権が重要課題と位置づけた「地

方創生」施策（まち・ひと・しごと総合戦略）において、自治体が 2060 年まで（団体によって

は 2040 年）の人口ビジョンと地方版総合戦略を策定し、地方創生に取り組む人口減少対策が推

進されています。 

 そうした経過から、市町村の人口減少問題では、特に人口減少率が高いところ、または横須賀

市のように人口減少数が多いところが注目されがちです。それらの地域では同時に、高い高齢化

率という問題も抱えていますから、子育て世代を獲得するために子育て支援施策や、ファミリー

層の定住化施策といった施策を積極的に展開するというのが全国的な自治体政策の傾向です。神

奈川県内でも、三浦半島や県西部における人口減少問題は、それら全国傾向とも重なる状況にあ

り、横須賀市、三浦市、山北町、真鶴町などでは、これらのケースに該当するような政策展開が

散見されます。 

 研究会では、そうした観点からまず横須賀市と山北町の現地調査を行いました。その中から既

に人口減少期に突入した自治体の取り組みは、過疎が進行する自治体や地方都市が取り組む人口

減少課題と共通する点が極めて多いという特徴について理解を深めました。それらの政策展開に

関しては、国ないし神奈川県も財政面も含めた支援策を講じていることからも、過疎化が先行す

る他県自治体のケースも参考にした取り組みが可能な面があります。つまり、先進事例や支援策

がすでに多数存在し、自治体政策の参考となる情報獲得が可能との認識に至りました。 

他方で、そうした全国的な人口減少動向に比較して、神奈川県では、横浜市や川崎市等で空間

の高度利用による再開発が進行し、特に人口密度の高いタワーマンションの建設、ないし林立と

いった事例もあることから、そうした地域に牽引され、人口動向の数字上は未だ微増傾向が続い

ているという側面があります。例えば、総務省が今年 4 月に公表した人口推計（2018 年 10 月

1 日現在）では、神奈川県の人口は前年比 0.2％増加の 917 万 7,000 人、この増加率は、東京、

沖縄、埼玉に続いて全国 4 番目という数字となっています。つまり、一極集中が加速する東京か

らの通勤圏域で、ベッドタウン的な地域に位置する神奈川では、全国傾向の人口減少とは異なる
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人口課題というものを に入れ、人口減少問題の研究に取り組む 要があるということです。 

県内の人口動向を しく見てみると、例えば、横浜市が 2015 年の国 調査を元に示した推計

では、65 以上の高齢人口が 2045 年 まで増加傾向です。その時点の人口に める 合は

約 35％、約 120 万人の高齢 人口を抱えるという 来 、地域の 高齢 会が かれることが

見えてきました。 

 そのような人口減少期の 高齢 会で起こりうる地域課題や政策課題に対し、自治体はどう向

き合っていく きなのか。神奈川の地域特性を まえた人口減少問題としては、それらの政策課

題をしっかり えていかなければならないという問題認識で、このフォーラムの ーマを設定す

るに至りました。 

とり け神奈川の特性としては、1960 年代から 70 年代、高度成長期に大 な 地開発を

した地域が多いという点、特に大 な集合住 、団地が集中しているということが第一に

げられます。その中には、当時からの 住 層の 高齢化問題、あるいは 地域の当 世代

の地域 等に う空 化の問題などへの対 がすでに の課題となっている リ もあ

ります。県内では横浜市、川崎市、 市、 市、 崎市等が大 団地を抱えており、

これら大都市自治体で 次、同 の課題が 在化してくる可能性が 念されます。 

 そこでこのフォーラムでは、こうした神奈川の人口減少問題の特性に 目し、1960 年代から

70 年代に開発された 地が現在、どのような人口 動で地域課題を生じているのかという側面

から、 していきます。すでに大 団地の再生に取り組 でいる地域の事例を通じて、今

の自治体が取り組む き政策課題と地域課題を らかにしつつ、その地域で らす方たちの ラ

ンタリーな 動や ミ レベ の 的な 動なども に入れながら、神奈川の地域特

性に じた人口減少対策の可能性を探っていきます。 

： 本 子（神奈川県地方自治研究センター研究 ）  

人口減少時代の「神奈川問題」 　3〈開催趣旨〉「人口急増時代から減少期へ─神奈川の特徴を探る」の開催にあたって 　3
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出生 死亡 転入 転出 人口増減 自然増減 社会増減

人 人 人 人 人 人 人 ％ ％ ％
18,346 -14,771 68,228 82,999 33,117 507,579 474,462 0.20 -0.16 0.36
19,582 -12,972 66,621 79,593 32,554 494,141 461,587 0.22 -0.15 0.37
-1,236 -1,799 1,607 3,406 563 13,438 12,875 -0.42 -0.62 0.19

7,860 -5,596 27,891 33,487 13,456 224,449 210,993 0.21 -0.15 0.36
鶴 見 区 2,225 -72 2,473 2,545 2,297 19,922 17,625 0.77 -0.02 0.79
神 奈 川 区 1,718 -108 1,980 2,088 1,826 18,279 16,453 0.71 -0.04 0.76
西 区 2,352 -104 795 899 2,456 10,861 8,405 2.35 -0.10 2.45
中 区 13 -628 991 1,619 641 13,571 12,930 0.01 -0.42 0.43
南 区 368 -979 1,194 2,173 1,347 13,881 12,534 0.19 -0.50 0.69
港 南 区 -65 -633 1,359 1,992 568 10,156 9,588 -0.03 -0.30 0.27
保 土 ケ 谷 区 -938 -710 1,350 2,060 -228 11,573 11,801 -0.45 -0.34 -0.11 
旭 区 -29 -1,023 1,556 2,579 994 11,219 10,225 -0.01 -0.42 0.40
磯 子 区 92 -485 1,282 1,767 577 9,620 9,043 0.06 -0.29 0.35
金 沢 区 -999 -847 1,165 2,012 -152 8,863 9,015 -0.50 -0.42 -0.08 
港 北 区 2,711 1,133 3,536 2,403 1,578 24,961 23,383 0.78 0.32 0.45
緑 区 367 -107 1,432 1,539 474 10,256 9,782 0.20 -0.06 0.26
青 葉 区 13 142 2,228 2,086 -129 17,402 17,531 0.00 0.05 -0.04 
都 筑 区 254 344 1,618 1,274 -90 11,876 11,966 0.12 0.16 -0.04 
戸 塚 区 2,203 -227 2,232 2,459 2,430 14,910 12,480 0.80 -0.08 0.88
栄 区 -839 -399 799 1,198 -440 5,489 5,929 -0.69 -0.33 -0.36 
泉 区 -688 -434 1,061 1,495 -254 6,501 6,755 -0.45 -0.28 -0.17 
瀬 谷 区 -898 -459 840 1,299 -439 5,109 5,548 -0.73 -0.37 -0.36 

12,399 2,527 13,816 11,289 9,872 107,949 98,077 0.82 0.17 0.66
川 崎 区 1,680 -555 1,719 2,274 2,235 16,459 14,224 0.73 -0.24 0.97
幸 区 1,009 305 1,742 1,437 704 11,146 10,442 0.61 0.18 0.42
中 原 区 4,128 1,248 2,863 1,615 2,880 22,887 20,007 1.62 0.49 1.13
高 津 区 1,165 676 2,239 1,563 489 16,566 16,077 0.50 0.29 0.21
宮 前 区 1,245 477 2,009 1,532 768 14,016 13,248 0.54 0.21 0.33
多 摩 区 1,649 423 1,905 1,482 1,226 15,946 14,720 0.76 0.20 0.57
麻 生 区 1,523 -47 1,339 1,386 1,570 10,929 9,359 0.86 -0.03 0.89

175 -1,256 5,092 6,348 1,431 34,747 33,316 0.02 -0.17 0.20
緑 区 -745 -475 1,135 1,610 -270 7,200 7,470 -0.43 -0.28 -0.16 
中 央 区 321 -395 1,936 2,331 716 12,797 12,081 0.12 -0.15 0.26
南 区 599 -386 2,021 2,407 985 14,750 13,765 0.21 -0.14 0.35

-3,250 -2,443 2,368 4,811 -807 14,875 15,682 -0.81 -0.61 -0.20 
-502 -955 1,636 2,591 453 9,398 8,945 -0.19 -0.37 0.18
125 -880 996 1,876 1,005 7,798 6,793 0.07 -0.51 0.58

2,846 -220 3,409 3,629 3,066 20,223 17,157 0.66 -0.05 0.71
-1,117 -969 1,181 2,150 -148 6,953 7,101 -0.58 -0.50 -0.08 
1,128 -407 1,795 2,202 1,535 10,110 8,575 0.47 -0.17 0.64
-344 -305 355 660 -39 2,339 2,378 -0.60 -0.53 -0.07 
-681 -484 174 658 -197 1,233 1,430 -1.56 -1.11 -0.45 
-668 -648 897 1,545 -20 5,928 5,948 -0.40 -0.39 -0.01 
-565 -439 1,492 1,931 -126 10,738 10,864 -0.25 -0.19 -0.06 
438 -97 1,940 2,037 535 12,150 11,615 0.19 -0.04 0.23
261 -181 745 926 442 5,344 4,902 0.26 -0.18 0.43

1,412 -13 1,075 1,088 1,425 7,125 5,700 1.07 -0.01 1.08
445 -196 930 1,126 641 7,133 6,492 0.34 -0.15 0.50

-437 -211 243 454 -226 1,306 1,532 -1.03 -0.50 -0.53 
57 -199 586 785 256 4,343 4,087 0.07 -0.24 0.30

-104 -228 152 380 124 1,353 1,229 -0.33 -0.71 0.39

131 -81 338 419 212 2,179 1,967 0.27 -0.17 0.44

-209 -383 320 703 174 2,226 2,052 -0.35 -0.64 0.29
大 磯 町 -118 -215 167 382 97 1,202 1,105 -0.37 -0.68 0.31
二 宮 町 -91 -168 153 321 77 1,024 947 -0.33 -0.60 0.28

-26 -320 398 718 294 3,155 2,861 -0.04 -0.49 0.45
中 井 町 -80 -72 36 108 -8 313 321 -0.84 -0.76 -0.08 
大 井 町 66 -39 111 150 105 790 685 0.39 -0.23 0.62
松 田 町 -22 -65 81 146 43 1,029 986 -0.20 -0.59 0.39
山 北 町 -274 -144 36 180 -130 198 328 -2.71 -1.42 -1.29 
開 成 町 284 0 134 134 284 825 541 1.62 0.00 1.62

-687 -550 171 721 -137 2,655 2,792 -1.60 -1.28 -0.32 
箱 根 町 -310 -140 44 184 -170 1,301 1,471 -2.67 -1.21 -1.47 
真 鶴 町 -122 -90 30 120 -32 228 260 -1.73 -1.28 -0.45 
湯 河 原 町 -255 -320 97 417 65 1,126 1,061 -1.05 -1.31 0.27

-341 -237 228 465 -104 1,870 1,974 -0.79 -0.55 -0.24 
愛 川 町 -343 -219 211 430 -124 1,762 1,886 -0.86 -0.55 -0.31 
清 川 村 2 -18 17 35 20 108 88 0.06 -0.57 0.64

(平成30年中)

市区町村名 人口増減
率減増年前対減増会社減増然自

茅 ヶ 崎 市

県 計
市 部 計
郡 部 計

横 浜 市

川 崎 市

相 模 原 市

横 須 賀 市
平 塚 市
鎌 倉 市
藤 沢 市
小 田 原 市

高 座 郡 寒 川 町

逗 子 市
三 浦 市
秦 野 市
厚 木 市
大 和 市
伊 勢 原 市
海 老 名 市
座 間 市
南 足 柄 市
綾 瀬 市

三 浦 郡 葉 山 町

中 郡

足 柄 上 郡

足 柄 下 郡

愛 甲 郡

(注)転入・転出には、県内市区町村間の移動を含む。    ※神奈川県人口推計資料より

図表 1　市区町村別人口増減及び増減率　

人口減少時代の「神奈川問題」 　5【報告1】神奈川県の人口減少問題を考察する　5
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 神奈川県の 人口の特徴 

  
2015

30  

 

 

資料２　都市再生機構の賃貸住宅団地（神奈川県内の500戸規模以上のもの：平成31年3月末時点の個別団地類型案）

市町村名 番号 名称 所在地 戸数 管理開始 考え方
Y-1 西菅田 横浜市神奈川区 1,350 S46 ストック再生
Y-2 南神大寺 横浜市神奈川区 1,429 S49 ストック再生
Y-3 新山下ベイシティ 横浜市中区 466 H 2 ストック活用
Y-4 ビューコート小港 横浜市中区 730 H 6 ストック活用
Y-5 ベイシティ本牧南 横浜市中区 572 H 9 ストック活用
Y-6 井土ヶ谷東 横浜市南区 825 S45 ストック再生
Y-7 南永田 横浜市南区 1,215 S48 ストック再生
Y-8 くぬぎ台 横浜市保土ケ谷区 984 S46 ストック再生
Y-9 天王町 横浜市保土ケ谷区 825 S51 ストック活用
Y-10 コンフォール明神台 横浜市保土ケ谷区 1,039 H12 ストック活用
Y-11 洋光台北 横浜市磯子区 1,703 S45 ストック再生
Y-12 洋光台中央 横浜市磯子区 1,264 S45 ストック再生
Y-13 洋光台西 横浜市磯子区 274 S49 ストック再生
Y-14 磯子三丁目 横浜市磯子区 671 S46 ストック再生
Y-15 金沢文庫第一～第四 横浜市金沢区 622 S43 土地所有者等への譲渡、返還等
Y-16 金沢シーサイドタウン並木1丁目第一 横浜市金沢区 1,065 S53 ストック再生
Y-17 金沢シーサイドタウン並木1丁目第二 横浜市金沢区 340 S54 ストック再生
Y-18 金沢シーサイドタウン並木2丁目 横浜市金沢区 564 S56 ストック活用
Y-19 金沢シーサイドタウン並木3丁目 横浜市金沢区 100 S58 ストック活用
Y-20 金沢シーサイドタウン柴 横浜市金沢区 90 S62 ストック活用
Y-21 ビーコンヒル能見台ウエストヒル 横浜市金沢区 260 H 7 ストック活用
Y-22 ビーコンヒル能見台サウスヒル 横浜市金沢区 893 H10 ストック活用
Y-23 ビーコンヒル能見台イーストプラザ 横浜市金沢区 82 H11 ストック活用
Y-24 コンフォール南日吉 横浜市港北区 1,023 H13 ストック活用
Y-25 コンフォール上倉田 横浜市戸塚区 516 H 5 ストック活用
Y-26 プロムナード矢部 横浜市戸塚区 827 H 8 ストック活用
Y-27 港南台ちどり 横浜市港南区 984 S49 ストック再生
Y-28 港南台かもめ 横浜市港南区 1,497 S50 ストック再生
Y-29 左近山 横浜市旭区 2,101 S43 ストック再生
Y-30 西ひかりが丘 横浜市旭区 961 S45 ストック再生
Y-31 霧が丘グリーンタウン 横浜市緑区 848 S56 ストック活用
Y-32 公田町 横浜市栄区 1,160 S39 ストック再生
Y-33 飯島 横浜市栄区 1,150 S43 ストック再生
Y-34 本郷台駅前 横浜市栄区 860 S48 ストック再生
Y-35 奈良北 横浜市青葉区 1,556 S46 ストック再生

Y-36    港北ニュータウン（13の団地） 横浜市都筑区 2,937 S60～H10 ストック活用

K-1 コンフォール川崎富士見 川崎市川崎区 493 H15 ストック活用
K-2 アーベインビオ川崎 川崎市幸区 574 H13 ストック活用
K-3 星が丘パークランドつぐみ台 川崎市多摩区 166 S61 ストック活用
K-4 星が丘パークランドひよどり台 川崎市多摩区 220 S62 ストック活用
K-5 星が丘パークランドほおじろ台 川崎市多摩区 114 H 1 ストック活用
K-6 虹ヶ丘 川崎市麻生区 1,578 S50 ストック再生
K-7 サンラフレ百合ヶ丘 川崎市麻生区 1,080 H 8 ストック活用
S-1 相模台 相模原市南区 850 S41 ストック再生
S-2 プラザシティ相模大野 相模原市南区 965 H 4 ストック活用
S-3 鶴ヶ丘 相模原市南区 476 H 7 ストック活用
S-4 コンフォールさがみ南 相模原市南区 661 H10 ストック活用

平塚市 H-1 平塚高村 平塚市 717 S51 ストック再生
F-1 辻堂 藤沢市 1,311 S39 ストック再生
F-2 善行 藤沢市 2,268 S40 ストック活用
F-2 湘南ライフタウンパークサイド駒寄 藤沢市 239 H 3 ストック活用
F-3 コンフォール藤沢 藤沢市 790 H13 ストック活用
T-1 浜見平 茅ヶ崎市 1,470 S39 ストック再生
T-2 鶴が台 茅ヶ崎市 2,355 S42 ストック再生
T-3 コンフォール茅ヶ崎浜見平 茅ヶ崎市 870 H22 ストック活用

秦野市 HA-1 下大槻 秦野市 1,494 S47 ストック再生
厚木市 A-1 鳶尾 厚木市 579 S51 ストック再生
大和市 YA-1 上和田 大和市 1,318 S44 ストック再生

 ※　コンフォールとつくのは、建て替え後の名称。

横浜市

川崎市

相模原市

藤沢市

茅ヶ崎市

1 
市町村 在地 戸数 理 方

横浜市

生再ト64S053,1区川奈神市浜横1-Y
生再ト94S924,1区川奈神市浜横大神2-Y

Y-3 新山下 ティ 横浜市中区 466 H 2 ト 活用
Y-4 ビューコート 横浜市中区 730 H 6 ト 活用
Y-5 ティ 横浜市中区 572 H 9 ト 活用

生再ト54S528区市浜横6-Y
生再ト84S512,1区市浜横7-Y
生再ト64S489区ケ市浜横く8-Y
用活ト15S528区ケ市浜横町9-Y

Y-10 コン ー 神 横浜市 ケ 区 1,039 H12 ト 活用
生再ト54S307,1区市浜横11-Y
生再ト54S462,1区市浜横中21-Y
生再ト94S472区市浜横31-Y
生再ト64S176区市浜横41-Y

Y-15 第一～第 横浜市 区 622 S43 地 有 等 の 等
Y-16 ーサ ン 1 第一 横浜市 区 1,065 S53 ト 再生
Y-17 ーサ ン 1 第 横浜市 区 340 S54 ト 再生
Y-18 ーサ ン 2 横浜市 区 564 S56 ト 活用
Y-19 ーサ ン 3 横浜市 区 100 S58 ト 活用
Y-20 ーサ ン 横浜市 区 90 S62 ト 活用
Y-21 ビーコン 見 ト 横浜市 区 260 H 7 ト 活用
Y-22 ビーコン 見 サ 横浜市 区 893 H10 ト 活用
Y-23 ビーコン 見 ー ト ラ 横浜市 区 82 H11 ト 活用
Y-24 コン ー 日 横浜市 区 1,023 H13 ト 活用
Y-25 コン ー 上 横浜市戸 区 516 H 5 ト 活用
Y-26 ー 横浜市戸 区 827 H 8 ト 活用

生再ト94S489区市浜横りち72-Y
生再ト05S794,1区市浜横もか82-Y
生再ト34S101,2区旭市浜横山近左92-Y
生再ト54S169区旭市浜横りか03-Y

Y-31 ーン ン 横浜市 区 848 S56 ト 活用
生再ト93S061,1区市浜横町公23-Y
生再ト34S051,1区市浜横33-Y
生再ト84S068区市浜横43-Y
生再ト64S655,1区市浜横奈53-Y

Y-36 ニュー ン（13の団地） 横浜市都 区 2,937 S60～H10 ト 活用
川崎市 K-1 コン ー 川崎 見 川崎市川崎区 493 H15 ト 活用

K-2 アー ンビ 川崎 川崎市 区 574 H13 ト 活用
K-3 ー ラン 川崎市 区 166 S61 ト 活用
K-4 ー ラン よ り 川崎市 区 220 S62 ト 活用
K-5 ー ラン 川崎市 区 114 H 1 ト 活用

生再ト05S875,1区生市崎川6-K
K-7 サンラ レ 川崎市 生区 1,080 H 8 ト 活用

模 市 生再ト14S058区市模模1-S
S-2 ラ ティ 模大 模 市 区 965 H 4 ト 活用

用活ト7 H674区市模3-S
S-4 コン ー さ 模 市 区 661 H10 ト 活用

平 市 生再ト15S717市平村高平1-H

市

生再ト93S113,1市1-F
用活ト04S862,2市行2-F

F-2 ラ ン ー サ 市 239 H 3 ト 活用
F-3 コン ー 市 790 H13 ト 活用

崎市 生再ト93S074,1市崎平見浜1-T
生再ト24S553,2市崎2-T

T-3 コン ー 崎浜見平 崎市 870 H22 ト 活用
市 生再ト74S494,1市大下1-AH
市 生再ト15S975市1-A

大 市 生再ト44S813,1市大上1-AY

※ コン ー と くのは て 後の 。

図表 3　都市再生機構の賃貸住宅団地 （神奈川県内の 500 戸規模以上のもの ： 平成 31 年 3 月末時点の個別団地類型案）
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神奈川県 100.0 100.2 99.4 97.9 95.9 93.6 91.1

横浜市 100.0 100.3 99.7 98.5 96.8 94.8 92.5

川崎市 100.0 102.9 104.8 105.9 106.2 105.9 105.1

藤沢市 100.0 102.0 102.9 102.8 102.0 100.7 99.1

茅ヶ崎市 100.0 100.9 100.7 99.8 98.4 96.7 94.9

大和市 100.0 100.9 100.8 99.9 98.4 96.6 94.4

海老名市 100.0 101.0 100.7 99.3 97.3 95.0 92.6

綾瀬市 100.0 100.1 98.8 96.5 93.7 91.1 88.7

相模原市 100.0 99.8 98.6 96.6 94.1 91.4 88.4

伊勢原市 100.0 99.8 98.6 96.4 93.7 90.5 87.3

厚木市 100.0 99.7 98.2 95.7 92.6 89.3 85.8

鎌倉市 100.0 98.6 96.2 93.3 90.2 87.4 85.1

座間市 100.0 98.5 96.0 93.0 89.7 86.2 82.6

平塚市 100.0 98.4 95.9 92.7 88.9 85.0 80.9

逗子市 100.0 97.1 93.4 89.4 85.5 81.9 78.8

小田原市 100.0 96.9 93.1 89.0 84.6 80.1 75.5

秦野市 100.0 97.7 94.3 90.2 85.3 80.1 74.8

南足柄市 100.0 97.0 93.0 88.3 83.2 78.1 73.1

横須賀市 100.0 96.2 91.6 86.5 81.4 76.4 71.6

三浦市 100.0 92.4 84.4 76.3 68.1 60.2 52.6

開成町 100.0 102.5 103.5 103.3 102.3 100.8 98.7

寒川町 100.0 99.2 97.3 94.7 91.7 88.6 85.5

葉山町 100.0 98.7 95.9 92.5 89.0 85.9 83.4

大井町 100.0 98.6 96.0 92.5 88.7 84.9 81.3

大磯町 100.0 97.0 93.1 88.6 83.7 79.0 74.4

箱根町 100.0 93.9 88.2 82.0 75.3 69.7 65.2

二宮町 100.0 94.8 88.9 82.6 76.2 70.0 64.2

清川村 100.0 94.1 88.8 83.5 77.1 70.3 64.2

中井町 100.0 95.4 89.8 83.3 76.6 69.8 63.1

愛川町 100.0 94.8 88.7 81.8 74.4 66.9 59.8

松田町 100.0 93.7 86.9 80.0 72.9 65.9 59.3

湯河原町 100.0 92.5 84.7 76.8 68.9 61.3 54.0

真鶴町 100.0 91.7 83.1 74.9 66.7 58.9 51.7

山北町 100.0 90.3 80.5 71.1 61.9 53.0 44.9

： 国 社会 ・人口問題 （2017年）の推計 をもとに（公社）神奈川県地方 ン ーにて作成

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 推計
市区町村

平成27（2015）年の総人口を100としたときの総人口の指数

指数の推移

図表 4-1　神奈川県内市町村の将来人口推計 （総人口を指数推移で見たもの）

人口減少時代の「神奈川問題」 　11【報告1】神奈川県の人口減少問題を考察する　11
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資料3-2

横浜市 川崎市の区別 （ 数 見 もの）

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 推計 数の

横浜市 100.0 100.3 99.7 98.5 96.8 94.8 92.5

　 鶴見区 100.0 103.6 106.3 108.2 109.2 109.5 109.2

　 港北区 100.0 103.8 106.6 108.4 109.4 109.4 108.8

　 都筑区 100.0 102.0 104.0 105.0 105.4 105.4 104.7

　 西区 100.0 102.6 104.6 105.7 106.0 105.6 104.6

　 神奈川区 100.0 102.5 103.9 104.6 104.4 103.5 102.2

　 緑区 100.0 101.8 102.3 102.0 101.2 99.9 98.2

 　中区 100.0 101.2 101.6 101.6 100.8 99.5 97.9

　 青葉区 100.0 101.0 100.7 99.9 98.7 97.2 95.3

　 磯子区 100.0 100.7 100.5 99.7 98.2 96.3 94.1

　 戸塚区 100.0 99.6 98.1 96.0 93.5 91.0 88.5

　 保土ケ谷区 100.0 99.1 97.3 95.2 92.9 90.6 88.2

　 南区 100.0 98.3 96.3 94.1 91.8 89.2 86.6

　 泉区 100.0 98.7 96.3 93.2 89.7 86.3 82.8

　 旭区 100.0 98.0 95.1 91.8 88.3 84.9 81.6

　 瀬谷区 100.0 97.9 94.6 90.8 86.8 83.1 79.6

　 港南区 100.0 96.9 92.8 88.2 83.5 78.9 74.6

　 栄区 100.0 97.2 93.0 88.0 83.0 78.5 74.4

　 金沢区 100.0 96.5 92.0 87.0 81.7 76.2 70.8

川崎市 100.0 102.9 104.8 105.9 106.2 105.9 105.1

　 中原区 100.0 104.4 107.8 110.2 111.5 112.0 111.7

　 高津区 100.0 104.4 107.5 109.4 110.4 110.6 110.0

　 幸区 100.0 103.2 105.8 107.8 109.1 109.6 109.6

　 川崎区 100.0 102.6 104.3 105.3 105.7 105.5 104.9

　 麻生区 100.0 102.6 104.0 104.4 104.1 103.1 101.7

　 宮前区 100.0 101.9 102.8 103.0 102.6 101.8 100.7

　 多摩区 100.0 101.0 100.9 100.4 99.5 98.1 96.2

市区町村
平成27（2015）年の総人口を100としたときの総人口の指数

： 保 所 （２ 年）の もと （公 ）神奈川県地方 ンター て 成

4 2 

： 国 社会 ・人口問題 （2017年）の推計 をもとに（公社）神奈川県地方 ン ーにて作成

2015年 2020年 2025年 20 0年 20 5年 2040年 2045年 推計
市区町村

平成27（2015）年の総人口を100としたときの総人口の指数

指数の推移

横浜市 100.0 100. 99.7 98.5 96.8 4 8 92.5

 鶴 区 100.0 10 6 106. 108.2 109.2 109.5 109.2

 北区 100.0 10 8 106.6 108.4 109.4 109.4 108.8

 区 100.0 102.0 104 0 105.0 105.4 105.4 104 7

 区 100.0 102.6 104 6 105.7 106.0 105.6 104

 神奈川区 100.0 102.5 10 9 104 6 104 4 10 5 102.2

 区 100.0 101.8 102. 102.0 101.2 99.9 98.2

 中区 100.0 101.2 101.6 101.6 100.8 99.5 7

 葉区 100.0 101.0 100.7 99.9 98.7 7 2 5

 磯子区 100.0 100.7 100.5 99.7 98.2 96. 4 1

 塚区 100.0 99.6 98.1 96.0 5 91.0 88.5

 区 100.0 99.1 7 95.2 92.9 90.6 88.2

 南区 100.0 98. 96. 4 1 91.8 89.2 86.6

 区 100.0 98.7 96. 2 89.7 86. 82.8

 区 100.0 98.0 95.1 91.8 88. 4 9 81.6

 瀬 区 100.0 7 9 4 6 90.8 86.8 1 7

 南区 100.0 96.9 92.8 88.2 5 7 9 74

 区 100.0 7 2 0 88.0 0 7 5 74 4

 沢区 100.0 96.5 92.0 7 0 81.7 7 2 70

川崎市 100.0 102.9 104 8 105.9 106.2 105.9 105.1

 中原区 100.0 104 4 107 8 110.2 111.5 112.0 111 7

 区 100.0 104 4 107 5 109.4 110.4 110.6 110.0

 区 100.0 10 2 105.8 107 8 109.1 109.6 109.6

 川崎区 100.0 102.6 104 105. 105.7 105.5 104

 区 100.0 102.6 104 0 104 4 104 1 10 1 101 7

 宮 区 100.0 101.9 102.8 10 0 102.6 101.8 100 7

 区 100.0 101.0 100.9 100.4 99.5 98.1 96.2

図表 4-2　横浜市 ・ 川崎市の区別将来人口推計 （総人口を指数推移で見たもの）
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＜
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1990年, 74.6万人 71.4

1995年, 36.6万人 34.7

56.6
40.2

156.6 2019年,157.2万人
146.5

122.4
129.8 

2020年,130.6万人 123.0

104.6
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県政策 作成
2015年までの は総 計 国 2016年以 は推計 。

は 地域圏の人口の 大 。

図表 5　神奈川県の地域政策圏別の将来人口推計 （中位推計）
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2030

 
  

 神奈川県の の  

  

8  
 1980

3
2015

40
13

2040
70  

 
２

 
 

：
2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

横浜市 3,724,844 3,732,950 3,709,638 3,664,726 3,601,950 3,524,256 3,437,441 3,346,112 3,248,724 3,139,439 3,020,125

　鶴見区 285,356 294,359 301,123 305,968 309,020 310,232 310,048 308,713 306,620 301,485 295,194
　神奈川区 238,966 242,764 244,321 243,847 241,941 238,911 235,187 230,930 225,843 219,494 211,919
　西区 98,532 102,168 104,887 106,836 108,099 108,725 108,650 107,879 106,246 103,634 100,063
　中区 148,312 152,624 155,298 156,565 156,437 155,038 152,737 149,706 145,625 140,193 133,730
　南区 194,827 193,069 189,864 185,581 180,290 174,376 168,032 161,722 155,207 148,071 140,512
　港南区 215,736 209,228 201,023 191,864 182,217 172,452 162,950 153,853 145,219 136,833 128,814
　保土ヶ谷区 205,493 207,966 208,870 208,650 206,913 203,693 199,571 195,001 190,090 184,401 177,909
　旭区 247,144 241,272 233,027 223,250 212,838 202,406 192,374 182,905 173,872 164,854 155,841
　磯子区 166,229 167,643 167,149 165,273 162,398 158,800 154,707 150,413 145,755 140,523 134,843
　金沢区 202,229 194,343 185,282 175,541 165,421 155,216 145,312 136,213 128,039 120,442 113,393
　港北区 344,172 354,371 361,603 366,021 367,790 367,438 365,514 362,361 357,545 350,254 340,622
　緑区 180,366 181,176 180,511 178,947 176,545 173,266 169,422 165,278 161,031 156,416 151,457
　青葉区 309,692 310,384 308,683 305,842 301,421 295,032 287,088 278,250 268,890 258,706 247,964
　都筑区 211,751 213,762 213,842 213,578 213,303 212,585 211,139 208,652 204,902 200,070 194,809
　戸塚区 275,283 278,285 278,636 277,038 273,880 269,415 264,228 258,672 252,634 245,559 237,503
　栄区 122,171 117,428 111,801 105,758 99,517 93,461 87,943 83,074 78,793 74,688 70,759
　 区 154,025 150,459 145,813 140,462 134,582 128,284 121,928 115,896 110,219 104,757 99,408
　 谷区 124,560 121,649 117,905 113,705 109,338 104,926 100,611 96,594 92,794 89,059 85,385

横浜市行 区別 の （横浜市 資料より 成）

：
2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

川崎市 1,475,200 1,537,000 1,572,700 1,586,900 1,583,200 1,567,200 1,539,700 1,508,100 1,471,800 1,425,100

　川崎区 223,400 235,000 238,100 239,800 238,700 236,600 233,600 230,600 227,300 219,600
　幸区 160,900 169,900 176,500 178,500 177,900 175,800 172,800 169,700 166,300 163,100
　中原区 247,500 268,000 284,800 292,300 296,000 296,200 293,700 289,800 284,500 277,600
　高 区 228,100 235,800 240,600 242,900 242,900 242,100 239,400 235,900 231,100 225,200
　 前区 225,600 232,400 235,800 237,400 237,500 235,300 231,200 226,200 220,600 212,500
　多摩区 214,200 216,700 216,000 212,900 207,500 201,400 193,700 186,000 178,000 169,600
　麻生区 175,500 179,300 180,800 183,000 182,800 179,700 175,200 169,800 163,900 157,500

川崎市行 区別 の （川崎市 資料より 成）

人：位

441 3,346,112 3,248,724 3,139,439 3,020,125横浜市 3,724,844 3,732,950 3,709,638 3,664,726 3,601,950 3,524,256 3,437,441 3,346,112 3,248,724 3,139,439 3,020,125

見区 285,356 294,359 301,123 305,968 309,020 310,232 310,048 308,713 306,620 301,485 295,194
神奈川区 238,966 242,764 244,321 243,847 241,941 238,911 235,187 230,930 225,843 219,494 211,919

区 98,532 102,168 104,887 106,836 108,099 108,725 108,650 107,879 106,246 103,634 100,063
中区 148,312 152,624 155,298 156,565 156,437 155,038 152,737 149,706 145,625 140,193 133,730

区 194,827 193,069 189,864 185,581 180,290 174,376 168,032 161,722 155,207 148,071 140,512
区 215,736 209,228 201,023 191,864 182,217 172,452 162,950 153,853 145,219 136,833 128,814
ケ 区 205,493 207,966 208,870 208,650 206,913 203,693 199,571 195,001 190,090 184,401 177,909

旭区 247,144 241,272 233,027 223,250 212,838 202,406 192,374 182,905 173,872 164,854 155,841
区 166,229 167,643 167,149 165,273 162,398 158,800 154,707 150,413 145,755 140,523 134,843
区 202,229 194,343 185,282 175,541 165,421 155,216 145,312 136,213 128,039 120,442 113,393
区 344,172 354,371 361,603 366,021 367,790 367,438 365,514 362,361 357,545 350,254 340,622

区 180,366 181,176 180,511 178,947 176,545 173,266 169,422 165,278 161,031 156,416 151,457
区 309,692 310,384 308,683 305,842 301,421 295,032 287,088 278,250 268,890 258,706 247,964

都 区 211,751 213,762 213,842 213,578 213,303 212,585 211,139 208,652 204,902 200,070 194,809
戸 区 275,283 278,285 278,636 277,038 273,880 269,415 264,228 258,672 252,634 245,559 237,503

区 122,171 117,428 111,801 105,758 99,517 93,461 87,943 83,074 78,793 74,688 70,759
区 154,025 150,459 145,813 140,462 134,582 128,284 121,928 115,896 110,219 104,757 99,408

区 124,560 121,649 117,905 113,705 109,338 104,926 100,611 96,594 92,794 89,059 85,385

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年

人：位

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

川崎市 1 475 200 1 537 000 1 572 700 1 586 900 1 583 200 1 567 200 1 539 700 1 508 100 1 471 800 1 425 100

川崎区 223 400 235 000 238 100 239 800 238 700 236 600 233 600 230 600 227 300 219 600
区 160 900 169 900 176 500 178 500 177 900 175 800 172 800 169 700 166 300 163 100

中 区 247 500 268 000 284 800 292 300 296 000 296 200 293 700 289 800 284 500 277 600
高 区 228 100 235 800 240 600 242 900 242 900 242 100 239 400 235 900 231 100 225 200

区 225 600 232 400 235 800 237 400 237 500 235 300 231 200 226 200 220 600 212 500
区 214 200 216 700 216 000 212 900 207 500 201 400 193 700 186 000 178 000 169 600

生区 175 500 179 300 180 800 183 000 182 800 179 700 175 200 169 800 163 900 157 500

図表 6　横浜市行政区別総人口の将来予測 （横浜市人口推計資料より作成）

図表 7　川崎市行政区別総人口の将来予測 （川崎市人口推計資料より作成）
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図表 8　世帯数の推計
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６ 神奈川の人口減少問題を る 
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図表 9　100 年間の人口推移

図表 10　年間増加人口の推移
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図表 11　総世帯数及び住宅総数の推移

図表 12　居住世帯の有無別住宅数の推移
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図表 13　神奈川県及び全国の利用区分別と地面積の推移
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図表 14　人口集中地区の推移
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図表 15　公共下水道の普及率の推移

図表 16　市町村別下水道処理人口普及率 平成 29 年 3 月 31 日現在
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図 9　 利活動 人 さま っと公 町団地 の な取組

多目的拠点いこい多目的拠点いこい

あおぞら市 サロン

ミニ食堂
（モーニング提供、昼食会）

高齢者の買い物支援のため毎週
火曜日に生鮮食料品などの販売
　　会を開催

日用品の販売

イベントの開催カンファレンスの実施

高齢者の買い物支援のため、
生活に必要な食料品、日用品
を常時販売。

高齢者の見守り活動
①安心センターによる
民生委員さんを中心に「見守り
支援員」が活動している

②人感センサーによる
孤独死（孤立死）防止のため
URが設置した人感センサー
を活用し見守り

お花見、ビアガーデン、お月見など
折々の季節にあわせたイベントを
開催し、住民の出会いの場

NPO法人では対応しきれない生活
相談については地域ケアプラザや
区役所（福祉保健センター）に相談

体操教室、ヨガ教室、朝食会、
昼食会、マージャン教室

サロンにおいて、モーニング、昼食
などの軽食がとれるようになっている。
地域のみんなで集まって食事をとれる
とともに、日常の食事の調理が難しい
方には人気となっている。お金の管理
の難しい高齢者でも食券を買っておけ
　　ば安心。

資料 ： 中川作成
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に掲載されています。この本の購⼊は、 
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資料：1965～2015年：国勢調査、2020年以降：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」

資料：1965～2015年：国勢調査、2020年以降：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」

図表 2

図表 1

（出典）総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、同「平成12年及び17年国勢調査結果による補間推計人口」、国立社会保障・人口問題研究所「日本
の将来推計人口（平成18年12月推計）」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」（1974年）をもとに、国土交通省国土計画局作成

（万人） 2004年12月にピーク
12,784万人

2030年
11,522万人

4,771万人

2100年（高位推計）

2100年（低位推計）

2100年（中位推計）

6,407万人

3,770万人

（年）0
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3,000

4,000

5,000

6,000
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8,000
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（1192年）
757万人

（1338年）
818万人

（1603年）
1,227万人

（1716～45年）
3,128万人

（1868年）
3,330万人

(1945年)
7,199万人

（2000年）
12,693万人

39.6%

2050年
9,515万人

高齢化率

40.6%高齢化率

31.8%高齢化率

19.6%高齢化率
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■住宅地　価格が高い10地点
順位
（昨年） 所在 価格

（千円／㎡）
変動率
（％）

1（ 1 ）横浜市中区山手町247−6 603　（565） 6.7
2（ 2 ）横浜市港北区日吉本町1−32−18 558　（536） 4.1
3（ 3 ）川崎市中原区小杉御殿町2−144−1 525　（510） 2.9
4（ 4 ）横浜市青葉区美しが丘5−23−17 448　（434） 3.2
5（ 6 ）川崎市幸区中幸町1−56−5 414　（400） 3.5
6（ 5 ）川崎市中原区上丸子山王町2−1319−4 411　（401） 2.5
7（ 8 ）川崎市高津区諏訪1−6−3 407　（389） 4.6
8（ 8 ）横浜市青葉区あざみ野2−23−24 402　（389） 3.3
9（ 7 ）川崎市中原区木月4−21−15 400　（392） 2.0
9（11）川崎市高津区溝口3−21−31 400　（380） 5.3

■住宅地　上昇率が大きい10地点
1（ 1 ）相模原市緑区橋本1−15−15 236　（219） 7.8
2（−）相模原市緑区橋本5−2−10 270　（251） 7.6
3（ 2 ）相模原市緑区西橋本2−19−17 243　（226） 7.5
4（ 2 ）横浜市中区山手町247−6 603　（565） 6.7
5（63）川崎市中原区上小田中6−36−13 365　（342） 6.7
6（ 5 ）川崎市多摩区登戸辛耕地3122−1 354　（333） 6.3
7（ 4 ）川崎市多摩区登戸甲耕地149−2 276　（260） 6.2
8（39）川崎市高津区溝口3−21−31 400　（380） 5.3
9（ 8 ）川崎市高津区下作延2−13−10 367　（349） 5.2
10（ 6 ）横浜市西区岡野2−8−15 317　（302） 5.0

■住宅地　下落率が大きい5地点
1（ 1 ）三浦市尾上町6−13 56 　（60） ▼6.7
2（ 2 ）横須賀市長井5−8−9 63 　（68） ▼6.6
3（ 4 ）横須賀市武5−16−14 79 　（85） ▼6.5
4（ 3 ）横須賀市長坂3−17−6 74 　（79） ▼6.3
5（−）横須賀市林1−16−9 83 　（89） ▼6.2

図表 3　住宅地価格

（　）内は昨年。価格の千円未満は切り捨て

2018年9月18日付 朝日新聞朝刊より作成
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　2019年は春に統一地方選挙と「令和」への代替わり、夏に参議院選挙、秋には消費税率の引
上げや天皇の即位関連式典が続き、地域の今後や国の統治、さらには天皇制の世代継承のあり
方も含め、この国の将来を議論するに絶好の年となったはずだが、ラグビーワールドカップの
日本開催や天皇即位式典の祝賀ムード等にかき消されるかのように、議論は低調にとどまった。
気候変動に伴う大規模自然災害が多発する中、スポーツ選手の活躍や皇室の儀式が被災した方々
を勇気づけ、多くの人々の心和ませる機会となったことに異を唱えるつもりは全くない。
　とはいえ、自衛隊の海外調査派遣や原発の再稼働など社会への強い影響力を持つ政策につい
ても、民主的な手続きを軽視し、粛々と進行する政権動向を見逃してしまうことは、未来の私
たちの安全・安心を考える上で避けたい行動である。2020年もこの国の浮足立った状態は続く。
ポスト東京五輪の日本社会を今から案じてしまうのは、私の杞憂だろうか。
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（谷本有美子）

巻頭言
　 8月末の林文子横浜市長によるカジノを含む統合型リゾート（IR）誘致表明を聞き、
怒りと失望の念が込み上げた。
　その問題点は第1に、市民多数の批判や疑念を無視した唐突なカジノ誘致表明の
やり方である。そこには林市長の原点だったはずの市民感覚を大切にする姿勢はまっ
たく見られず、市民参加型の民主主義に反するとの批判を免れない。
　第2の問題点は、カジノ誘致の経済効果に関する市長の説明が説得力に乏しかっ
たことである。市長によれば、人口減・高齢化が進む横浜の未来はカジノIRから上
がる巨額の税収と経済効果にかかっている。しかるに、大きな税収増の源泉はその
数倍ものカジノIR事業者の収益であり、その大半が賭博収益と想定されている。横
浜市民を含む多くの日本人客がカジノ業者のカモにされ、そのおこぼれにあずかる
形の税収増を期待するのは横浜市民にとって誇るべきことではない。また横浜市財
政のギャンブル依存症化は将来の大きなリスク要因となる。
　第 3の問題点は、市長がギャンブル依存症問題そのものを軽視していることであ
る。市長はカジノIR法制の審議とその後の施策を通じてギャンブル依存症問題をめ
ぐる環境がかなり改善されたという認識を示した。しかし、それは甘い。ギャンブ
ル依存症は完治が容易でない難病であり、その借金地獄、家庭崩壊、治安悪化など
との因果関係が強く指摘される中で、ギャンブル機会を増加させる施策は筋悪な愚
策としか言いようがない。
　市長のカジノ誘致表明を受けて多くの市民・団体が立ち上がり、カジノ誘致反対
の住民投票に向けて運動が活発に展開されているのは心強い。この運動と連帯する
形で、「カジノを考える市民フォーラム～市民によるカジノ問題情報交流ひろば」（略
称カジノ・フォーラム）が発足した。横浜地方自治研究センター、一般社団法人・
勁草塾、生活クラブ運動グループ・横浜未来アクションの三団体が核となって、今
回のカジノ誘致について市民一人ひとりが共に考え、行動してゆくための場づくり
をすることがその目的である。市民がカジノに抱いている多くの疑問について、市
民の力で情報を集め、共有し、考え、提案する活動を展開することが市民参加型民
主主義の持続力と可能性を高めるという理念がそこにある。
　市民からの批判を受けて、林市長は市内全区でカジノ付きIR誘致に関する市民向
け説明会の開催を余儀なくされた。12月中にまず臨海部6区で開催となるが、残念
なことに市長には説明会を通じて市民の批判に耳を傾け、カジノIR誘致表明を見直
す考えはないようだ。しかしそれでは、8月の誘致表明記者会見の内容を市民の前で
18回繰り返して宣伝することにしかならない。カジノ問題が横浜の市民生活の質に
かかわる一大事であるという共通認識に立って、市民と市長が忌憚のない理性的な
議論を交わす場が必要である。「IR市民向け説明会」を意義あるものにするには、そ
の運営を工夫して市民と市長の実質的討論を実現する他にない。横浜の自治力と市
民力がいま問われている。
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